
東京都の防災対策について

令和６年１月29日（月）
特別区長との意見交換会



能登半島地震の被害状況等
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（石川県発表 １月24日14時 時点 ※停電は１月23日14時 時点）

※輪島市の数値は石川県の内数。
避難所数、避難者数は1.5次避難所及び2次避難所を除く

石川県 増減（先週比） 輪島市 増減（先週比）

死者 233人 （＋１） 98人 増減なし

負傷者 1,175人 （＋130） 516人 （＋12）

安否不明者 19人 （－２） 15人 （－２）

住家被害
(全壊・半壊等) 40,561棟 （＋18,077） 1,515棟 （＋1,515）

※前週は「多数」

避難所 294箇所 （－76） 94箇所 （－43）

避難者 10,530人 （－4,753） 3,433人 （－2,529）

停電 約5,100戸 （－2,700） 約2,700戸 （－2,200）

断水 約45,380戸 （－5,520） 約10,000戸（ほぼ全域） 増減なし



東京都の防災対策
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能登半島地震において
改めて認識した課題

建物等が多数倒壊
木造密集地域で

火災発生・延焼拡大

広範囲に亘る通信途絶
被害状況の把握が困難

課題に対応した都の主な取組

・ 耐震化・不燃化の促進
・ 木造住宅密集地域の対象世帯への感震ブレーカー配布等
・ 特定整備路線の整備
・ 緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を促進
・ 水道・下水道管路の耐震化を推進

・ 自主防災組織、避難所等を対象としたWi-Fi整備支援
・ モバイル衛星通信機器の配備

・ 新たな防災ブックによる普及啓発や「日常備蓄」の促進
・ 防災市民組織リーダーの育成等を通じ、地域防災力の向上を促進

停電の長期化
トイレの不足

・ 避難所等における非常用電源の確保
・ 携帯トイレの備蓄

道路の寸断による
救助部隊・物資の未着

避難生活長期化の懸念
要配慮者の避難生活

多数の断水地域の発生

能登半島地震において改めて認識したレガシーリスクに対しても、
ハード・ソフト両面から、必要な対策を推進



東京を取り巻く環境
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地域特性や東京を取り巻く環境の変化
 高齢者人口の増加

 家庭での防災行動や地域での防災活動は鈍化傾向

 テレワークの普及により、働く世代の地域定着が期待

 マンション居住者の増加とともに、在宅避難が可能な耐震性
の高いマンションも増加

都民の居住形態やライフスタイルの大きな変化に対応した
新たな防災対策が必要



マ ン シ ョ ン 防 災 の 推 進
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背景

都民の居住形態は関東大震災以降100年で大きく変化
東京都では、約900万人がマンション等の共同住宅に居住

マンション防災 取り巻く状況（背景）

高層マンションの増加
エレベーター停止時、
高層階との行き来が困難となる
高層マンションが増加

【超高層マンション（賃貸を含む）のしゅん工棟数の推移】
※高さ60m超、階数がおおむね20階以上のマンション

5



マンション防災 取り巻く状況（課題）

 マンション内の
コミュニティ形成
地域との連携が不足

 マンション特有の課題 :
災害時にはエレベーター
やトイレが使えない

【出典】東京くらし防災「マンション防災を知ろう」より抜粋

【マンションの弱み】
○エレベーターが使えなくなる
○排水管が損傷を受けると、
トイレが使えなくなる

○照明、機械式駐車場、入口のオートロックなど
共用設備が使えなくなる

【出典】国土交通政策研究所資料(2015年)より抜粋

主な課題
【地域と連携して防災・減災に取り組むことの必要性】
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マンションにおいては、躯体が耐震化して
いる建物が多いため、被害が軽微であれば
在宅避難が可能となるものの、
マンション特有の課題を解決しなければ、
その実現は困難



今後の施策展開（案）

災害時でも生活継続しやすいマンションの普及

 マンション防災の普及啓発
 体感型マンション防災イベント
● 各種セミナーの実施

助け合いの精神の醸成

町会・自治会支援を通じたコミュニティ活動の促進
 町会・マンションのつながり形成の支援

（町会・マンション みんなで防災訓練）
● 防災にも寄与する町会・自治会の活動の活性化

 東京とどまるマンションの取組強化
（地域連携促進【防災備蓄資器材支援】）
（ハード対策支援）

マンション防災を戦略的に推進

マンションの防災力向上に
資する実効性のある取組を促進

■ R6年度実施施策（案）
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防災訓練を軸として、マンション・町会等の情報共有を図り、
それぞれの施策を密接に連携させ相乗効果を発揮

取組の方向性

被害想定で明らかになったリスクから、都民の命とくらしを確実に守るため、都民の居住形態やライフ
スタイルの大きな変化への対応が必要 ➡ マンションの防災力強化が鍵

地域防災計画の修正（Ｒ５．５月）



都民等への普及啓発

体感型マンション防災イベント
概要︓災害時に発生する事象をゲーム

感覚で体感できるイベントを開催
発災時に何が必要か、
どんな問題が発生するかを習得

マンション防災普及啓発
概要︓マンション防災動画を、

各種の広報媒体を通じて
切れ目なく発信

東京防災学習セミナー
概要︓町会・自治会等に防災専門家を派遣し、セミナーを実施
規模︓240団体

マンション防災学習セミナー
概要︓マンション防災に関するテーマについて、

マンション管理組合等を対象にセミナーを実施
規模︓100団体

東京とどまるマンションへの登録を働きかけ 合同防災訓練への参加をPR

地域での連携を促進

●マンション防災の概念や必要性、自助・共助の取組に係る普及啓発を戦略的に展開

●マンション・町会等の情報共有を図り実効性のある取組を促進
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町会・マンション みんなで防災訓練
●都が町会・自治会とマンション等の合同防災訓練をコーディネート

町会から申請を受け付けて①〜③をサポート 実施にあたり区市町村とも連携
① 町会・自治会とマンション等のマッチングのサポート
② 消防署(防災講話・訓練協力)との調整サポート
③ 防災訓練の企画、実施から反省会までサポート
※ ６年度は３０の取組を目標に実施 ⇒ 順次拡大

町会・自治会とマンションの住民が合同の防災訓練により、
互いに知りあい、共同で活動を行うことで、
つながりが構築・強化されることを目指す事業（新規事業）
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東京とどまるマンション

ハード面への
支援イメージ

▼蓄電池の設置

R４年度末︓７件 2,640 戸 ▶▶ R５年12月末時点︓125 件 40,363 戸
〇登録要件 耐震性あり

ソフト対策︓防災マニュアル、備蓄、訓練等の実施
ハード対策︓エレベーター、給水ポンプ用の非常用電源の設置

対策 件数

ソフト対策 など（☆） 86
ソフト対策
＋ハード対策 など（☆☆） 17

ソフト対策
＋長時間のハード対策（☆☆☆） 22

区 分 支 援 案

ソフト面 防災備蓄資器材への補助（規模拡大、地域連携枠新設）

ハード面

エレベーター・ポンプの非常時の動力源となる蓄電池等の
設置に向けた支援
浸水対策への支援（非常用電源等の被害防止のため、止水
板設置等に補助）
既存給排水管の安全性確認に対する支援（給排水管の点検
調査のため専門家を派遣）

新規

新規

拡充

新規

●災害時でも生活を継続しやすい「 東京とどまるマンション 」は、登録数が大幅増

 Ｒ６年度は在宅避難の更なる推進のため、ソフト面での取組の拡大を図る
とともに、新たにハード面への支援を開始

●R５年度から防災備蓄資器材の購入支援を開始
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ソフト面への
支援イメージ

▼防災備蓄資器材の補助
エレベーター用

防災キャビネット



マンション防災リーフレット
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都 区 連 携 の も と
災害に強い東京を目指して
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